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2 該当者等

8 審議する対象範囲

（１）受託事業者が夜間・休日電話相談（全国共通ダイヤル１８９を含む）受付業務の際に必
要な対象者の個人情報を収集する際の取り扱い
（２）受託事業者から区へ収集した個人情報を提供する際の取り扱い
（３）受託事業者が収集した個人情報を返還する際の取り扱い

9 委託先 　委託業者

10 契約締結予定日 　本審議会承認後とする。

5　諮問理由 　本事業は新規事業であり、一括承認基準に該当しないため。

6 取り扱う個人情報 　別表『6「取り扱う個人情報」の項目』のとおり

7 情報の保護 　別紙1「特記事項」のとおり

4 過去の類似案件 なし

2 業務の内容

　本業務は、児童相談所閉庁時における児童虐待等に係る通告・相談の受付および児童の安
心・安全を確保するための実施委託である。

1 内  容

　児童虐待等に係る通告・相談者（300人程度を想定）

3 委託理由

　豊島区における児童虐待等の相談・通告件数は年々増加しており、夜間・休日
においても虐待等の相談・通告に係る相談が想定されるため、相談受付体制の構
築が必要となる。
　よって、児童相談業務のノウハウを持つ事業者を活用し業務委託することで、
夜間・休日における相談受付が可能となり、児童の安全を図る上でも効果的であ
る。

4 効　果 　児童の安全確保、児童虐待の早期対応

　児童虐待の防止等に関する法律第6条および児童相談所運営指針(令和3年9月1日
改正)第3章第2節を踏まえ、当直体制の整備など自ら通告を受けて適切な対応が採
れるような体制の確保に努めるとともに、児童福祉の専門機関として夜間・休日
等の執務時間外の相談・通告に適切に対応するため、児童相談所閉庁時における
通告・相談受付を児童相談に精通した業者に委託することで、委託業者と児童相
談所職員との連携により緊急時の児童の安全確保を行う。

【委託内容】
・虐待通報全国共通ダイヤル189の電話相談受付
・児童虐待等に係る通告・相談の収受
・区が定める基準（運営基準に基づく）により緊急性が疑われる案件について、
児童相談所職員（当番係長）へ連絡を行う。
・受け付けた相談について、電話・FAX・メールにて区へ報告を行う。なおFAX・
メールでの報告の際には、個人情報の漏洩に留意した方法により行う。

3 一括承認基準の
  該当の有無

類　　　型 個人情報の項目

類型なし 該当なし

諮問資料（業務委託）
令和4年5月19日

子育て支援課

1 件　　名
　児童相談所における夜間・休日電話相談（全国共通ダイヤル189を含む）受付業務委託に係
る措置

1

資料２
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7 「情報の保護」の項目

第2条　取り扱う個人情報の範囲等
（2）受託業務の処理のために収集する次の個人
　　 情報

　特定される範囲の内容を明らかにした。

  6「取り扱う個人情報」のとおり

第10条　資料等の返還義務
　個人情報に係るデータの消去又は廃棄に、区の立ち会
いが必要であると認められるため、ただし書の規定を設
けた。

第8条　複写又は複製の制限
　業務処理上、必要であると認められるため、ただし書
の規定を設けて、複写又は 複製を「禁止」から 「制
限」とした。

変更した条項 変更した理由

⑥ 当該児童の住所

⑦ 当該児童の家族構成

⑧ 当該児童の家族状況

⑨ 当該児童の国籍（外国籍の場合）

⑩ 通告者の氏名

⑬ 通告者と当該児童との関係

⑪ 通告者の住所

⑫ 通告者の連絡先

⑭ 通告・相談内容

⑮ その他受託業務の処理のために必要となる
個人情報で、収集に当たって事前に甲と協議
し、甲の承認を得たもの

　別紙1「特記事項」のうち修正した条項

別表

6 「取り扱う個人情報」の項目

　事業者が収集して区に提供する情報 理　　　由

① 当該児童の氏名

　被通告者・相談者の特定及び児童の安全確保などの支
援に繋ぐ必要があるため

② 当該児童の生年月日

③ 当該児童の年齢

④ 当該児童の性別

⑤ 当該児童の所属（学校等）

3

資料２（別表）
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1 

別紙１ 

個人情報 特記事項 

（基本的責務） 

第１条 児童相談所における夜間・休日電話相談（全国共通ダイヤル１８９を含む）受付

業務の受託事業者（以下「乙」という。）は、個人情報の保護に関する豊島区（以下「甲」

という。）の施策に協力するとともに、個人情報の保護の重要性を認識し、受託業務の処

理に当たって個人情報を取り扱うときは、個人の権利利益を害することのないよう最大

限配慮し、本個人情報特記事項を遵守しなければならない。 

（取り扱う個人情報の範囲等） 

第２条 乙は、受託業務の処理に当たっては、受託業務の処理のために収集する次の個

人情報に限り取り扱うことができるものとし、当該個人情報以外の個人情報の収集、

保有、使用その他の取扱いをしてはならない。 

(1) 当該児童の氏名 

 (2) 当該児童の生年月日 

(3) 当該児童の年齢 

(4) 当該児童の性別 

(5) 当該児童の所属（学校等） 

 (6) 当該児童の住所 

(7) 当該児童の家族構成 

 (8) 当該児童の家族状況 

 (9)  当該児童の国籍（外国籍の場合） 

(10) 通告者の氏名 

(11) 通告者の住所 

(12) 通告者の連絡先 

(13) 通告者と当該児童との関係  

(14) 通告・相談内容 

(15) その他受託業務の処理のために必要となる個人情報で、収集に当たって事前に甲と 

協議し、甲の承認を得たもの 

２ 乙は、受託業務に係る個人情報を取り扱う作業責任者及び作業従事者の氏名を、あら 

かじめ甲に報告しなくてはならない。変更するときも、同様とする。

（受託業務に従事する者の義務） 

第３条 受託業務に従事している者又は従事していた者は、受託業務に関して知り得た個

人情報を漏らし、又は不当な目的のために使用してはならない。受託業務終了後も同様

とする。 

5

資料２（別紙１）
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（セキュリティ対策の整備義務）

第４条 乙は、取り扱う個人情報の安全確保を図るための管理体制を整備しなければなら

ない。

特に、受託業務を電子計算機により処理する場合は、不正アクセスやコンピュータウ

イルス等による個人情報の盗用、破壊、漏えい、改ざん等に対する防御対策を講じなけ

ればならない。 

２ 乙は、受託業務に従事している者に対して、個人情報保護及び情報セキュリティに関

する研修又は教育を実施しなければならない。 

（目的外利用の禁止） 

第５条 乙は、第２条第１項各号に掲げる個人情報（以下「取り扱う個人情報」という。）

を受託業務の目的以外の目的で利用してはならない。

（外部提供の禁止）

第６条 乙は、取り扱う個人情報を第三者に提供してはならない。

（再委託の禁止）

第７条 乙は、受託業務の処理を第三者に再委託してはならない。

（複写又は複製の制限）

第８条 乙は、取り扱う個人情報を複写又は複製してはならない。ただし、受託業務の処

理上必要であると認められる場合において、甲の承認を受けたときは、この限りでない。 

（持ち出しの禁止）

第９条 乙は、取り扱う個人情報を事業所内から持ち出しをしてはならない。

（資料等の返還義務） 

第１０条 乙は、受託業務が終了したときは、取り扱う個人情報が記録された資料（第８

条で規定する「複写又は複製したもの」を含む。）等を速やかに、甲に返還しなければな

らない。ただし、資料等の返還が困難であると認められる場合において、甲の承認を受

けたときは、当該資料等を廃棄できるものとする。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により廃棄するときは、当該資料等が第三者の利用に供さ 

れることがないよう、物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な 

措置を講じなければならない。 

３ 乙は、個人情報の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これに応じ 

なければならない。 

４ 乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及 

びその内容を記録し、書面により甲に報告しなければならない。 

6
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（個人情報の取扱状況の報告）

第１１条 乙は、契約履行中において、個人情報の取扱いの遵守状況について「個人情報

特記事項の遵守に関する報告書」により甲に報告しなければならない。

（監督に応じる義務）

第１２条 甲は、委託業務の処理において、取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、

乙に対する必要かつ適切な監督を行うものとし、乙はこれに応じなければならない。

（施設等の立入検査又は調査に応じる義務）

第１３条 甲は、個人情報の保護のため必要があるときは、委託業務を処理する施設等の

立入検査及び調査を行うことができるものとし、乙はこれに応じなければならない。

（監査に応じる義務）

第１４条 甲は、委託業務の処理に関し、必要に応じて監査を行うことができるものとし、

乙はこれに応じなければならない。

（事故発生時の対応）

第１５条 乙は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事

故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報

の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を報告し、甲の指示に従わなければならな

い。

２ 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時対応計画を定めなければならない。

３ 甲は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて

当該事故に関する情報を公表することができる。

（契約解除）

第１６条 第２条から前条までの規定に違反する行為があったときは、甲は契約を解除す

ることができる。

２ 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対して、

その損害の賠償を請求することはできない。

（損害賠償）

第１７条 第２条から第１５条までの規定に違反する行為によって、甲が損害を受けたと

きは、乙はその損害を賠償しなければならない。受託業務が終了した後も同様とする。

（罰則） 

第１８条 正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された豊島区個人情報

7
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等の保護に関する条例（平成１２年豊島区条例第３号。以下｢条例｣という。）第２条第１

項第４号アに係る個人情報ファイルを提供したときは、条例第４６条又は第４８条の規

定に基づき、次の各号に掲げるものは、それぞれ当該各号の刑に処せられる。 

(1) 受託業務に従事している者又は従事していた者  

２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金 

(2) 業務を受託した法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含

む。以下同じ。）又は人  

１００万円以下の罰金 

第１９条 受託業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を

図る目的で提供し、又は盗用したときは、条例第４７条又は第４８条の規定に基づき、

次の各号に掲げるものは、それぞれ当該各号の刑に処せられる。

(1) 受託業務に従事している者又は従事していた者 

 １年以下の懲役又は５０万円以下の罰金  

(2) 業務を受託した法人又は人 

 ５０万円以下の罰金 

8



今回諮問事項

(2)受託事業者から区へ収集した個人情報を提供する際の取り扱い

(3)受託事業者が収集した個人情報を返還する際の取扱い

(1)受託事業者が夜間・休日電話相談（全国共通ダイヤル１８９を含む）受付業務
の際に必要な対象者の個人情報を収集する際の取扱い

児童相談所における夜間・休日電話相談（全国共通ダイヤル１８９を含
む）受付業務委託の流れ

区

児童相談情報

保管

受託事業者

児童相談所外

児童虐待等の通告・相談者
（300人程度を想定）

(3)収集した個人情報の返還

委託契約

児童虐待等に係る

夜間・休日電話相談の実

施

別紙２

必要に応じて通告・相談者

に

連絡し、さらに情報収集

ケース児童・保護者

児童の安全確認・

面接・訪問等の対応

警察

収集した個人情報を提供

(2)収集した個人情報の提供

連携
児童福祉法第25条の2

（※別紙3参照）

虐待通告・相談（虐待以外で緊急性が

高い相談や判断できない相談を含む）

→即座に児童相談所に連絡

電話

↓

FAX

↓

メール

虐待以外の相談で緊急性が低い相談

→翌開庁日に報告メール

9

資料２（別紙２）
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別紙３

豊島区要保護児童対策地域協議会
～豊島区における関係機関による児童虐待防止ネットワーク～

【調整機関】
子ども家庭支援センター
子どもの権利グループ

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法第２５条の２）

教育センター教育センター

認可外保育施設認可外保育施設

都立学校都立学校

私立学校私立学校

インターナショナルスクールインターナショナルスクール

子ども若者課

男女平等
推進センター

都立大塚病院

障害福祉課

東京都認証保育所東京都認証保育所

児童相談所児童相談所

11
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児童虐待の防止等に関する法律（抜粋） 

(児童虐待に係る通告) 

第六条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを

市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介

して市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなけ

ればならない。 

2 前項の規定による通告は、児童福祉法第二十五条第一項の規定による通告と

みなして、同法の規定を適用する。 

3 刑法(明治四十年法律第四十五号)の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関

する法律の規定は、第一項の規定による通告をする義務の遵守を妨げるものと

解釈してはならない。

13

資料２（法律・抜粋）
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児童相談所運営指針（抜粋） 

第３章 相談、調査、診断、判定、援助決定業務 

第１節 相談援助活勳の原則 

児童相談所における相談援助活動の展開は第1章第2節図一1に示すとおりである。この中で特に留意すべき

原則は以下のとおりである。 

(1) 児童相談所の職員が受け付けた相談は、すべて児童相談所の責任において対応ずべき枢談である。その

ため、巡回相談、電話相談等において1回限りで終了した相談についても、児童相談所全体でその妥当性に

ついて確認する。 

(2) 児童相談所の専門性は職員の協議により維持されるところが大きく、このためにも受理会議、判定会議、援

助方針会議等の各会議の位置付けを明確にする。 

(3) 相談援助活動は複数の職員によって構成されるチームによって行われるのが原則であるが、その際、相談

援助活動に中心となって関わる担当者を決定しておく。 

(4) 問題の内容、性格によっては施設関係者や関係機関の担当者、保護者等も含めた調整を柔軟に行ってい

く。 

(5) 虐待などに対する相談援助活動については、幅広い関係機関の参画と相互の連携が重要であり、日頃か

ら関係機関問との意思疎通を十分に図っておく。 

第２節 相談の受付と受理会議 

１．相談の受付 

児童相談所が受け付ける相談は次の5つに大別される。 

(1) 子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を要するもの(法第12条) 

ただし、子ども本人やその家族など一般の相談者が、自らの相談が専門的な知識及び技術を要するものであ

るか否かを判断することは通常困難であり、児童相談所においては、相談の受付自体は幅広く行うこととしつ

つ、その内容に応じて、市町村等の関係機関中心の対応とする、あるいは自らが中心となって対応することと

なる。 

また、こうした子どもに関する家庭その他からの相談については、市町村が家庭その他から受け付ける相

談のうち専門的技術及び知識を要するものについて、児童相談所の技術的援助や助言を求める場合を含

む。 

(2) 要保護児童を発見した者からの通告又は児童委員を介しての通告（法第25条) 

(3) 法第27条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及ぴ精神保健上の判

定を要すると認める者についての市町村及び都道府県の設置する福祉事務所の長からの送致(法第25条の

7、第25条の8) 

(4) 家庭裁判所からの送致等(少年法第18条、第23条、第24条) 

(5) その他関係機関からの援助依頼、詔査依頼、照会、届出等 

２．相談の種類、受付経路 

児童相談所で受け付ける相談の種類は表一2に示すとおりであり、狭義の要保護児童問題のみでなく、子ど

もに関する各種の相談を幅広く受け付けることとされている。しかし、相談の内容によっては、他の適当な機関を

あっせんするか、主たる対応を関係機関に委ねながら相互に連携しながら援助を行うことが必要な場合もあるこ

とに留意する。特に平成16年児童福祉法改正法により、児童家庭相談に応じることが市町村の業務として法律

上明確にされるとともに、都道府県等(児童相談所)の役割が専門的な知識及び技術を必要とする事例への対応

や市町村の後方支援に重点化されたことを踏まえ、市町村と緊密な連携を図る。なお、相談を受け付ける経路
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については表一3のとおりである。 

３．年齢要件 

児童相談所が対叡とする子どもは18歳朱満の者であるが、次の場合に限り例外規定が設けられている。 

(1) 少年法との関係に由来するもの 

罪を犯した14歳以上の児童の通告(家庭裁判所が通告の受理機関となる。)（法第25条) 

(2) 児童福祉施設等に入所している子ども等の特性等に由来するもの 

[1] 里親に委託されている子どもの委託の継続及び児童福祉施設等に入所している子どもの在所期間の延

長（去第創条、法第63条の2) 

[2] 博歳以上の朱成年者について児童相誠所長が行う親権喪失の宣告の請求並びに未成年者後見人の選

任及び解任の請求（法第33条の6から法第33条の8まで) 

[3] 重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している満18歳以上の者(以下「重症心身障害者とい

う。)の重症心身障害児施設等への措置(法附則第能条の3) 

(3) 妊婦からの相談については、相談の趣旨を十分受け止めた上で、必要に応じ福祉事務所、保健所、市町村

保健センター、医療機関等適切な機関にあっせんするとともに、将来新生児等に対する児童相談所の指導・

援助の必要性が想定される事例については、問題の早期発見・早期対応、指導・援助の一貫性を確保する観

点から、主たる対応機関との情報交換を密にする等、十分な連携を図ることが望ましい。 

４．管轄 

児童相談所は則第5条の2に基づき、管轄区域を有しているが、個々の事例の具体的管轄の決定について

は、以下のことに留意するとともに、子どもの福祉を図るという観点から個々の事例に即した適切な判断を行う。 

(1) 相談援助活勳は、子どもの保護者(袈権を行う者、未成年後見人その他子どもを現に監護する者)の居住地

を管轄する児童相談所が原則として行う(居住地主義)。なお、居住地とは、人の客観的な居住事実の継続性

又はその期待性が備わっている場所をいい、住民票記載の「住所」や民法の「住所」又は「居所」と必ずしも一

致しない。 

(2) 保護者の居住地が不明な棄児、迷子等は、その子どもの現在地を管轄する児童相談所が受け付ける。両

親等保護者が明らかになった場合には、前記居住地主義に則して管轄を決定する。 

(3) 警察通告等は、子どもの保護者の居住地にかかわらずその子どもの現在地を管轄する児童相談所に行わ

れるので、これを受け付けた児童相談所にあっては受け付け後、子どもの状況や家庭環境等について調査、

判定を行い、関係児童相談所への移管の適否や移管の方法等につぃて決定する。特に、保護者からの虐待

により家出した場合等にあっては、身柄付きで移管を行うなど、子どもの福祉を最優先した判断を行う。 

(4 )子どもの居住地と保護者の居住地とが異なる場合は、その子どもの福祉及び児童相談所利用の利便等の

事情を考慮し、関係児童相談所と協議の上、事例を管轄する児童相談所を決定する。 

(5) 児童福祉施設、指定医療機関に入所している場合及ぴ里親に委託している場合には、保護者の住所の変

更に伴う移管は、子どもの福祉にとって必要と認められる場合においては、保護者の転居先を管轄する児童

相談所等と十分協議し、事例を管轄する児童相談所を決定する。 

(6) 電話による相談は、原則として子どもや保護者等の居住地を問わず、当該相談を受け付けた児童相談所に

おいて行い、必要に応じ管轄児童相談所にあっせんする。 

(7) 法第33条に規定する一時保護は、子どもの福祉の観点から保護者の居住地にかかわらずその子どもの現

在地において行うことができる。しかし、一時保護を行った後にその子どもの居住地が当該児童相談所の管

轄区域外であることが判明した場合には、速やかにその子どもの居住地を管轄する児童相談所に移管する。

ただし、移管に際しては、事前に移管する児童相談所と移管先の児童相談所が十分に協議する。 

(8) 相談の内容等から、他の児童相談所の専門職員が担当することが適当と判断された場合等においては、
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当該児童相誠所と協議の上、当該児童相談所に指導を依頼することができる。 

(9) また、平成16年の児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律により、国及び地方公共団体の

責務として、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化」が法律上明記されたところ

である。 

この関係機関による連携には、子どもの転居時における自治体相互間の連携も含まれ、児童相談所相互

間の連携も求められているところである。 

このため、例えば、支援を行っている家庭が他の自治体に転出する際には、連携を図りつつ対応してきた

関係機関等に連絡するとともに、児童福祉法第25条等に基づき、転出先の自治体を管轄する児童相談所に

通告し、ケースを移管するとともに、当該家庭の転出先やこれまでの対応状況など必要な情報を提供するな

ど、転出先の児童相誠所と+分に連携を図ることが必要である。 

５．相談受付の形態 

相談の受付には以下の形態がある。 

(1) 来所によるもの 

［1］ 児童相談所に直接来所するもの 

[2] 巡回相談、出張相談等の会場に来所するもの 

[3］ 司身柄を伴う通告・送致(迷子、家出した子ども、触法児童等警察や関係者等が子どもを連れて通告・送

致してくるもの) 

(2) 電話によるもの 

［1］ 相談 

[2] 通告 

［3］ 照会 

(3) 文書によるもの 

［1］ 通告書 

[2] 送致書等 

[3］ 意見書、届出害、援助・調査依頼書等 

［4］ その他 

６．相談受付の方法 

相談の受付時は子どもや保護者等にとって危機的な状況である場合もあり、この間の相談受付の方法がそ

の後の経過に大きな影響を与えることになる。したがって、子どもや保護者の気持ちを和らげ、秘密は守る旨話

す等受容的かつ慎重に対応する。 

なお、児童虐待防止法第6条で、児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを市町

村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所に通告しなければならないこととされている。 

虐待に関する通告は、必ずしも通告という形でもたらされるとは限らず相談・情報提供等の形態でもたらされ

ることも多いことから、外部からの個人を特定できる虐待に関する情報(要保護児童対策地域協議会等の事例

検討の場において協議された事例であって、市町村が送致を要しないものとして対応しているケースに係るもの

を除く。)については、すべて虐待通告として、虐待相談・通告受付票を起こし、緊急受理会議を開き、対応を組

織的に協議すること。 

市町村、福祉事務所及び児童相談所は、相互に緊密に連携し、夜間、休日等であっても通告を受けて適切な

対応が採れるよう所要の体制を整備することが必要である。 

このため、児童相談所においては、当直体制の整備など自らが通告を受けて適切な対応が取れるような体制
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の確保に努めるほか、児童相談所が市町村や福祉事務所とは異なり、立入調査や一時保護等の権限の行使を

認められた児童福祉の専門機関であることも踏まえ、夜間、休日等の執務時問外の市町村等からの送致や相

談に適切に対応することが必要である。 

また、守秘義務にかかわること(児童虐待防止法第6条第3項、同法第7条)や調査項目、速やかな安全確認

(児童虐待防止法第8条)等について所内で意思統一を図っておく必要がある。 

(1) 直接来所の場合 

ア 対応する職員 

(ア) 原則として受付相談員が対応すること 

(イ) 受付相談員は相談受付の重要性に鑑み、経験豊かな者を充てること 

(ウ) 受付相談員不在時等の場合においては、他の相談員、児童福祉司、児童心理司等が対応する二と 

イ 受付面接の目的 

受付面接は、子どもや保護者等の相談の内容を理解し、児童相談所に何を期待し、また、児童相談所は何

ができるかを判断するために行われるものである。 

ウ 受付面接の内容 

受付面接は以下の事項について行う。 

(ア) 児童記録票に記載する基本的事項の把握 

(イ) 主訴、問題の内容、生育歴、生活歴、現在の状況等の把握 

(ウ) 受付面接時の子どもや保護者等の様子の把握 

(エ) 緊急対応の必要性の判断と対応 

(オ) 児童相談所についての説明、今後の相談援助方法についての説明 

（カ) 他機関あっせんの必要性の判断及び対応 

工 受付面接時の留意事項 

(ア) 子どもや保護者等と児童相談所との相互信頼関係の樹立をめざすこと 

(イ) 事情聴取的な胴査は避け、子どもや保護者等の自然な話の流れの中から必要な情報を把握すること 

(ウ) 虐待相談等緊急対応が必要な場合には、臨時に受理会議を開いて当面の援助を検討すること 

(エ) 他機関へのあっせんが必要と認められる場合には、子どもや保護者等の意向を確認の上、電話であ

っせん先に連絡をとる等利用者の利便を十分図ること 

(オ) 相談の内容によっては児童福祉司、児童心理司が面接を引き継ぐ等柔軟な対応を行うこと 

オ 受付面接後の対応 

(ア) 受付相談員は受付面接後、児童記録票に聴取した事項のほか、面接所見やその際行った助言等の

内容を記入し受理会議に提出すること 

(イ) 受付面接のみで終了した事例についても受理会議に提出し、終了の是非及び援助の適否を確認する

こと 

(2) 巡回相談等における受付の場合 

巡回相談等の場で受け付けた相談においても、原則的には直接来所の場合と伺様であるが、子どもや保

護者等の利便を考慮L、柔軟に行う。 

(3) 身柄を伴う通告・送致の場合 

ア 一般的原則 

身柄を伴う通告・送致の場合においても、原則的には直接来所の場合と同様であるが、この場合は、子ど

もの一時保護等緊急対応の必要性が高い場合が多いので、通告者等からの必要事項の聴取、子どもの面接

等を行い、緊急の受理会議を開催し、当面の援助を決定する。その際保護者にも連絡する。 

イ 棄児、迷子の受理 

棄児については戸籍法(昭和22年法律第224号)上の手続きが行われているか否かを確認し、行われてい
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ない時は必ず手続きを行う。また、警察官職務執行法(昭和23年法律第136号)に基づき保護された迷子につ

いては、その手配が済んでいるか否かを確認する。(戸籍法第57条、警察官職務執行法第3条) 

また、外国人である場合には、平成13年雇児総発第40号「国籍不明な養護児童等への適切な対応につい

て」に基づき、国籍や滞在許可の有無等を確認し、国籍取得など必要な対応について検討する。 

ウ 家庭裁判所からの身柄を伴う送致の受付 

家庭裁判所から子どもの身柄とともに事件の送致を受けたときは、家庭裁判所の審判等の結果に基づき、

その決定の範囲内で、家庭裁判所調査官等との協力を図りつつ、速やかに児童福祉法上の援助を行う。(少

年法第18条、第24条第1項第2号) 

工 警察からの身柄を伴う通告への対応 

警察が一時保護を要すると思料する要保護児童を発見し、児童相談所に通告した場合、児童相談所にお

いては、夜間、休日等であっても原則として速やかに警察に赴いてその子どもの身柄の引継ぎを行う二とが

必要である。 

ただし、児童相談所が遠隔地にある場合などやむを得ない事情により、児童相談所が直ちに引き取ること

ができないときには、警察に対して一時保護委託を行うことも考えられる。 

また、特に夜間において、児童相談所の職員だけでは対応が著しく困難な場合には、警察職員に一時保護

所までの同行を依頼するといった対応が必要となることも考えられる。 

児童相談所においては、こうした点も踏まえ、警察との日常的な協力関係を築くよう努めること。 

(4) 電話による相談の場合 

ア 電話による相談であっても基本的には直接来所の場合と同様である。 

イ 電話による相談には雷話相談専用雷話にかかってくるものと、児童相談所にかかってくるものとの両方が

あるが、いずれの場合においても、子どもや保護者等の気持ちを十分受け止めた上で、必要な情報を聴取

し適切な助言等を行い、継続的に児童相談所において相談援助活動を行う必要がある場合には、今後の

相誠援助方法についての説明を行う。 

ウ 継続的な相談援助活動を行う必要がある場合に限らず、電話で相談が終結する場合においても、責任あ

る体制をとるために、原則として受理会議に提出し、児童記録票をおこす。 

(5) 電話による通告の場合 

ア 電話による通告については、緊急対応の必要性が高い場合が多いので、その際には緊急の受理会議を

開催して当面の援助を決定する。なお、学校や保育所、医療機関など関係機関からの雷話通告の場合に

は、後日通告書を送付してもらうこと。また、学校の教職員、保育所の職員、医師、保健師、弁護士その他

子どもの福祉に職務上関係のある者からの電話通告の場合には、これに準じた対応をとることが望まし

い。 

イ 虐待通告等の場合、通告者と虐待等を行っている者との関係等を踏まえ、守秘義務の遵守を含め情報源

の秘匿等に十分配慮して対応する。 

ウ 通告者の情報だけでは事実関係が不明確な場合、学校や保育所、児童委員、近隣等、その子ども及び

家庭の事情等に詳しいと考えられる関係者、関係機関と密接な連絡をとる等、迅速かつ的確な情報収集に

努める二とにより早期対応を図る。 

(6) 電話による照会の場合 

電話による照会、特にプライバシーに関する事項についての照会については、秘密保持の原則との関係から

慎重に対応する。緊急な回答が必要な場合以外は文書によることを原則とする。 

(7) 通告害による場合 

ア 警察からの法第25条による通告ぱ、原則として文書によって行われる。この通告は子どもの保護者の居

住地にかかわらず、その子どもの現在地を管轄する児童相談所に対してなされるので、前記4(管轄)を参照

すること。 
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イ 通告書に子どもの所持物が添付されている場合は、法第33条の2の規定に基づき保管等を行う。 

ウ 通告書は受理会議において検討する。なお、通告を受けた子どもに必要な援助が行われたときは、その

結果を通告者に連絡することが望ましい。 

(8) 送致書等による場合 

市町村、都道府県の設置する福祉事務所の長又は寡庭裁判所から送致を受けたときは、受理会議において

検討後一般の事例に準じて行う。なお、家庭裁判所から送致を受けたときは、家庭裁判所の審判等の結果に基

づき、その決定の範囲内で、速やかに児童福祉法上の援助を行う。 

(9) 意見喜、届出書等による場合 

通告書、送致書のほか児童相誠所が文書により受け付けるものには以下のようなものがあるが、いずれの場

合も受付後、原則として受理会議において検討を行い、一般の事例に準じて行い、又は各事業の実施方法に従

う。 

［1］ 児童福祉施設の長、指定医療機関の長又は里親からの措置の解除、停止、変更、在所期問の延長に

関する意見書 

[2] 児童福祉施設の長、指定医療機関の長又は里親からの養育状況報告 

[3］ 司療育手帳交付申請書 

［4］ 特別児童扶養手当認定診断害 

[5] 同居児童届出書 

(なお養子緑組を申し立てている場合や同居関係に疑いのある事例については、児童相談所への通報が

適切に行われるよう都道府県等及び市町村児童福祉主管課と連携を保っておく。) 

[6］ 家庭裁判所からの援助・協力依頼、特別養子縁組事案等に対する調査嘱託(少年法第16条、家事審判

規則第8条) 

［7］ 他の児童相談所からの鯛査依頼、照会 

[8］ 1歳6か月児及び3歳児精神発達精密健康診査受診票 

[9] その他各種証明書送付依頼等 

７．.受理会議 

(1) 受理会議の目的 

受理会議の目的は以下のとおりである。 

児童相談所で受け付けた事例について協議し、主たる担当者、調査及び診断の方針、安全確認(児童虐待防

止法第8条)の時期や方法、一時保護の要否等を検討するとともに、既にとられた対応の適否や調査・診断中の

事例の結果を報告、再検討し、最も効果的な相談援助方法を検討することである。 

なお、来談者の相談内容(主訴)と児童相談所が援助の対象とすべきと考える問題が異なる場合もあるので、

受理会議ではこれらについても十分検討を行う。 

(2) 受理会議の方法 

ア 原則として週1回定例の会議を開催する。このほか虐待通告があった場合等の緊急に受理会議を開催す

る必要がある場合には随時開催する。 

イ 相談,指導部門の長が主宰し、児童相談所長、各部門の長及び受付相談員等が参加する。緊急に受理会

議を開催する場合には柔軟に対応する。 

ウ 提出する事例は児童相談所でその週に受け付けた全事例、調査・診断の結果報告、再検討を要する事

例等である。 

工 事例の中には比較的軽易な検討ですむものから十分な協議を必要とするものまで含まれているので、柔

軟な会議運営を心がける。 

オ 会議の経過及び結果は受理会議録に記載し、保存する。 

20



力 会議の結果に基づき、当面の方針や主たる担当者、調査及び診断の方針、一時保護の要否等を決定す

る。 

キ 受理した事例の進行状況の把握・管理のため所長が決裁する。 

８. 児童記録票の作成 

(1) 児童記録票は、世帯ごとではなく相談を受理した子どもごとに作成する。 

(2) 受理会議終了後、児童記録票の番号を確定する。再相談の場合は、これまでの児童記録票が再ぴおこさ

れることになる。 

(3) 児童記録票モの他子どもに関連した害類は一括してケースファイルに収録し、「児童記録票綴」とする。これ

は秘密保持の原則(法第61条)1ご基づき、厳重な管理を要するものである。 

なお、情報通信技術(1丁)の導入により、ケースファイル等の電子化を行うなど事務の効率化を図る二とも

必要である。 

(4) 児童記録票の保存期間 

児童記録票の保存期問については少なくとも以下のとおりとするが、将来的に児童記録票の活用が予想され

る場合は長期保存とする等、個々の事例の内容や性質に応じて、柔軟かつ弾力的に保存期間を設定する。 

［1］ 法第27条第1項第3号、第4号及び第2項の措置(これらの措置とみなされる措置を含む)をとった子どもの

児童記録票は、その子どもが満25歳になるまでの問、なお20歳を超えて措置されている者については当

該措置が解除されてから5年間。 

[2] 法第26条第1項第2号及び第27条第1項第2号の措置をとった子どもの児童記録票は、その子どもが措置

を解除されてから5年間。 

[3］ ［1］［2］以外の援助を行った子どもの児童記録票は、その取扱いを終了した日から 5年問。 
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資料３ 

諮問資料 

令和 4年 5月 19日
区民相談課

１．件名 

新型コロナウイルス等に係る給付金に関する諮問について

２．諮問理由 

豊島区行政情報・個人情報保護審議会条例第 2条第 1 項第 2 号（行政情報公開制度
及び個人情報保護制度の運営に関する事項）に該当するため。

３．今後の対応 

令和 2 年度以降に実施した給付事業と同内容の給付金を支給する場合は、既に諮問
されたものとみなし、事後報告とする。

４．変更理由

新型コロナウイルス感染症の蔓延による経済状況悪化を緩和するため、これまで

様々な給付金が支給されてきたが、給付金の支給は単年度事業であるため、国が給付金

の支給を決定するごとに個人情報の取り扱いについて関係各課が諮問を行ってきた。

そのため、複数年度に渡り、同様の内容による諮問が複数回行われている。

また、困窮者対策といった面から、国の事業実施決定後、素早い対応が求められるも

のであるため。

５．開始日 

本審議会承認後



令和2年度以降に諮問された新型コロナウイルスに係る給付金一覧 

令和 4年 5月 19 日 

令和２年度 

答申 件名 個人情報の項目 

1号 令和２年度子育て世帯への臨時特

別給付金支給事業に係る児童手当

受給者等の個人情報の目的外利用

児童手当受給者情報（氏名、住所、生年月日、対象児

童との続柄、口座情報）児童手当対象児童情報（氏

名、住所、生年月日、受給者との続柄）

3号 特別定額給付金事業に係る個人情

報の本人以外からの収集

①配偶者からの暴力を理由に避難している者及びそ

の同伴者

申出日、申出者氏名、フリガナ、生年月日、４月２７

日付住所、同伴者氏名、同伴者フリガナ、同伴者生年

月日、住民票所在地団体コード、住民票所在地都道府

県

名、住民票所在地市区町村名

②-１ 施設入所児童等（豊島区に住民登録、区外施設
に居住の場合）

氏名、フリガナ、性別、生年月日、子である児童、入

所等年月日、退所等年月日、措置等自治体団体コー

ド、措置等都道府県

名、措置等市区町村名、措置等自治体管理番号、住民

票所在地団体コード、住民票所在地都道府県名、住民

票所在地市区町村名、住民票所在地市区町村管理番

号

②-2 施設入所児童等（豊島区外に住民登録、区内施
設に居住の場合

氏名、フリガナ、性別、生年月日、子である児童、入

所等年月日、退所等年月日、措置等自治体団体コー

ド、措置等都道府県名、措置等市区町村名、措置等自

治体管理番号、住民票所在地団体コード、住民票所在

地都道府県名、住民票所在地市区町村名、住民票所在

地市区町村管理番号、施設所在地団体コード、施設所

在地都道府県名、施設所在地市区町村名、施設所在地

住所、施設所在地市区町村管理番号

4号 特別定額給付金事業に係る個人情

報の目的外利用

氏名、フリガナ、性別、生年月日、入所等年月日、退

所等年月日



答申 件名 個人情報の項目 

5号 特別定額給付金事業に係る個人情

報の外部提供

提供先：住民票所在自治体（都道府県）（東京都経由）

申出日、申出者氏名、フリガナ、生年月日、４月２７

日付住所、同伴者氏名、同伴者フリガナ、同伴者生年

月日、居住地団体コード、居住地都道府県名、居住地

市区町村名、居住地市区町村管理番号、住民票所在地

団体コード、住民票所在地都道府県名、住民票所在地

市区町村名

6号 特別定額給付金事業管理システム

（仮称）による個人情報の電算処

理

①基本情報 世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所１、送

付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フラグ（１：DV  
２：その他等）

②基本情報 世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯員：２）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）

③申請情報

申請区分、申請年月日、受理年月日、本人確認方法、

代理申請者氏名、代理申請者住所、代理人確認方法、

利用者証明用シリアル番号

④通知戻情報

通知戻表示、返戻区分、通知戻日、再送付日

⑤決定情報

決定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給

状況

⑥支給情報

支給区分、支給口座情報、振替不能情報、不能通知発

送日



答申 件名 個人情報の項目 

7号 特別定額給付金事業管理システム

（仮称）の保守業務の委託に係る

措置

１．区が収集して事業者へ提供するもの

基本情報 世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所 1 送
付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フラグ（１：DV ２：その他等）
基本情報 世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯員：２）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）

８号 特別定額給付金事業の委託に係る

措置

１．区が収集して事業者へ提供するもの

基本情報 世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所１、送

付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フラグ（１：DV ２：その他等）
基本情報 世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯員：２）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）

２．事業者が必要に応じて収集するもの

申請情報

申請区分、申請年月日、受理年月日、本人確認方法、

代理申請者氏名、代理申請者住所、代理人確認方法

通知戻情報

通知戻表示、返戻区分、通知戻日、再送付日

決定情報

決定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給

状況

支給情報



支給区分、支給口座情報、振替不能情報、不能通知発

送日

その他

その他受託事業の処理のために必要となる個人情報

で、収集にあたって事前に区と協議し承認を得たも

の

9号 ひとり親世帯臨時特別給付金支給

事業に係る児童扶養手当・児童育

成手当受給者等の個人情報の目的

外利用

児童扶養手当有資格者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、口座情報

児童育成手当受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、口座情報

児童扶養手当対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄

児童育成手当対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄

10号 新型コロナウイルス感染症緊急対

策に係るひとり親家庭支援事業実

施のための児童扶養手当受給者の

個人情報の目的外利用 

児童扶養手当受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄

11号 ひとり親世帯緊急支援給付金支給

事業に係る児童扶養手当受給者等

の個人情報の目的外利用

児童扶養手当受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、口座情報

児童扶養手当対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄

16号 特別定額給付金の未申請者に対す

る申請勧奨業務に必要な個人情報

の目的外利用

高齢者総合相談センター相談・支援対象者、精神障害

者保健福祉手帳の所持者情報

氏名、フリガナ、世帯構成、続柄、生年月日、性別、

郵便番号、住所・居所、電話番号、精神障害者保健福

祉手帳の交付状況、高齢者総合相談センター相談・支

援状況、世帯主整理番号、対象者整理番号、その他事

業の処理のために必要となる個人情報

17号 特別定額給付金の未申請者に対す

る申請勧奨業務に係る個人情報の

電算処理

氏名、フリガナ、世帯構成、続柄、生年月日、性別、

郵便番号、住所・居所、電話番号、特別定額給付金申

請・受給状況、精神障害者保健福祉手帳の交付状況、

高齢者総合相談センター相談・支援状況、世帯主整理

番号、対象者整理番号、その他事業の処理のために必

要となる個人情報



答申 件名 個人情報の項目 

18号 特別定額給付金の未申請者に対す

る申請鑑賞業務の委託に係る措置

区が収集して事業者へ提供するもの

対象者情報申請・受給状況、氏名、フリガナ、世帯構

成、続柄、生年月日、性別、郵便番号、住所・居所、

世帯主整理番号、対象者整理番号、申請書管理番号

事業者が必要に応じて収集するもの

申請情報申請状況、申請区分、申請年月日、受理年月

日、本人確認方法、代理申請者氏名、代理申請者住

所・居所、代理人確認方法

支給情報

支給状況、支給区分、支給口座情報、

その他

その他受託事業の処理のために必要となる個人情報

で収集にあたって事前に区と協議し承認を得たもの

22号 新型コロナウイルス感染症緊急対

策に係るひとり親家庭支援事業対

象者範囲拡大のためのひとり親世

帯臨時特別給付金受給者の個人情

報の目的外利用

ひとり親世帯臨時特別給付金受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄

24号 ひとり親世帯緊急支援給付金支給

事業に係るひとり親世帯臨時特別

給付金受給者等の個人情報の目的

外利用

ひとり親世帯臨時特別給付金受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、受給確定

事由、口座情報

ひとり親世帯臨時特別給付金支給対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄

37号 「低所得の子育て世帯に対する子

育て世帯生活支援特別給付金」（仮

称）支給事業に係る児童扶養手当

受給者等の個人情報の目的外利用

児童扶養手当有資格者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、口座情報

児童育成手当受給者情報

氏名、住所、生年月日、対象児童との続柄、口座情報

児童扶養手当対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄

児童育成手当対象児童情報

氏名、住所、生年月日、受給者との続柄



令和３年度 

答申 件名 個人情報の項目 

7号 「低所得の子育て世帯生活支援特

別給付金（その他世帯分）」支給事

業に係る個人情報の目的外利用

氏名、通称名、生年月日、住所、電話番号、性別、続

柄、国籍、宛名コード、世帯コード、個人番号、受給

者番号、認定番号、在留資格、在留期限、在留開始日・

終了日、世帯状況、住民日・非住民日、住民日・非住

民日異動日、送付先住所、送付先氏名、転出先情報、

転入元情報、申請年月日、認定・消滅年月日、認

定・消滅事由、認定状態、資格状態、変更年月日、変

更理由、却下・取下日、却下取下理由、税情報、口座

情報、児童情報、監護状況、同居・別居、別居先情報、

世帯・同居者状況、不備書類、配偶者有無、配偶者氏

名、配偶者住所、異動事由、注意表示、支払状況、差

止状況、支給開始年月

8号 「低所得の子育て世帯生活支援特

別給付金（その他世帯分）事業管

理システム」（仮称）による個人情

報の電算処理

氏名、通称名、生年月日、住所、電話番号、性別、続

柄、国籍、宛名コード、世帯コード、個人番号、認定

番号、在留資格、在留期限、在留開始日・終了日、世

帯状況、住民日・非住民日、住民日・非住民日異動日、

送付先住所、送付先氏名、転出先情報、転入元情報、

申請年月日、認定・消滅年月日、認定・消滅事由、認

定状態、資格状態、変更年月日、変更理由、却下・取

下日、却下取下理由、税情報、所得情報、口座情報、

児童情報、監護状況、同居・別居、別居先情報、世帯・

同居者状況、不備書類、配偶者有無、配偶者氏名、配

偶者住所、異動事由、注意表示、支払状況、差止状況、

支給開始年月、申請区分、受理年月日、本人確認方

法、通知戻表示、返戻区分、通知戻日、再送付日、決

定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給状

況、支給区分、支給口座情報、振替不能情報、不能通

知発送日

9号 「低所得の子育て世帯生活支援特

別給付金（その他世帯分）」事業の

委託に係る措置

区が収集して事業者に提供するもの

氏名、通称名、生年月日、住所、電話番号、性別、続

柄、国籍、宛名コード、世帯コード、個人番号、認定

番号、在留資格、在留期限、在留開始日・終了日、世

帯状況、住民日・非住民日、住民日・非住民日異動日、

送付先住所、送付先氏名、転出先情報、転入元情報、

申請年月日、認定・消滅年月日、認定・消滅事由、認



定状態、資格状態、変更年月日、変更理由、却下・取

下日、却下取下理由、税情報、口座情報、児童情報、

監護状況、同居・別居、別居先情報、世帯・同居者状

況、不備書類、配偶者有無、配偶者氏名、配偶者住所、

異動事由、注意表示、支払状況、差止状況、支給開始

年月

事業者が必要に応じて収集するもの

（申請者）氏名、（申請者）生年月日、（申請者）住所、

（申請者）電話番号、（申請者）性別、（配偶者）氏名、

（配偶者）同居・別居、支給要件、（児童）氏名、（児

童）続柄、（児童）性別、（児童）生年月日、（児童）

同居・別居、（児童）住所、（児童）監護、生計の状況、

（児童）手当受給状況、（申請者）口座情報、（申請者）

公務員児童手当受給状況、（申請者・配偶者）所得情

報

30号 令和 3年度子育て世帯等臨時特別
支援事業に関する事務委託に係る

措置

区が収集して事業者に提供するもの

氏名、通称名、生年月日、住所、電話番号、性別、続

柄、国籍、宛名コード、世帯コード、個人番号、認定

番号、在留資格、在留期限、在留開始日・終了日、世

帯状況、住民日・非住民日、住民日・非住民日異動日、

送付先住所、送付先氏名、転出先情報、転入元情報、

申請年月日、認定・消滅年月日、認定・消滅事由、認

定状態、資格状態、変更年月日、変更理由、却下・取

下日、却下取下理由、所得情報、口座情報、児童情報、

監護状況、同居・別居、別居先情報、世帯・同居者状

況、不備書類、配偶者有無、配偶者氏名、配偶者住所、

異動事由、注意表示、支払状況、差止状況、支給開始

年月

事業者が必要に応じて収集するもの

（申請者）氏名、（申請者）生年月日、（申請者）住所、

（申請者）電話番号、（申請者）性別、（配偶者）氏名、

（配偶者）同居・別居、支給要件、（児童）氏名、（児

童）続柄、（児童）性別、（児童）生年月日、（児童）

同居・別居、（児童）住所、（児童）監護、生計の状況、

（児童）手当受給状況、（申請者）口座情報、（申請者）

公務員児童手当受給状況、（申請者・配偶者）所得情

報



答申 件名 個人情報の項目 

31号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金事業管理システム（仮

称）による個人情報の電算処理

基本情報、世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所１、送

付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フ

ラグ（１：DV ２：その他等）、在国籍在留期限、外
国人登録番号、外国人通称名、外国人アルファベット

氏名、外国人正治氏名、転入年月日、住民となった

日、転入元住所、転入元方書

基本情報、世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯主：１）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）、在国籍在留期限、外国人登録番号、外国人

通称名、外国人アルファベット氏名、外国人正治氏

名、転入年月日、住民となった日、転入元住所、転入

元方書

申請情報

申請区分、申請年月日、受理年月日、本人確認方法、

代理申請者氏名、代理申請者住所、代理申請者確認方

法、利用者証明用シリアル番号

通知返戻情報

通知戻表示、返戻区分、通知返戻日、再発送日

決定情報

決定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給

情報、支給決定日、支給決定理由、支給対象者氏名、

支給決定者フリガナ、支給対象者住所、支給決定者生

年月日、不支給決定日、不支給決定理由、不支給対象

者氏名、不支給決定者フリガナ、不支給対象者住所、

不支給決定者生年月日

支給情報

支給区分、支給口座情報、振替不能情報、不能通知発

送日



答申 件名 個人情報の項目 

32号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金事業管理システム（仮

称）の保守業務の委託に係る措置

区が収集して事業者へ提供するもの

基本情報、世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所１、送

付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フラグ（１：DV ２：その他等）、支給口座情報
基本情報、世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯主：２）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）

33号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金事業の保守業務の委託

に係る措置

区が提供して事業者へ提供するもの

基本情報、世帯主データ

世帯主整理番号、送付先郵便番号、送付先住所１、送

付先住所２（建物名、号室等）、送付先氏名、対象者

住所１、対象者住所２（建物名、号室等）、対象者氏

名、対象者フリガナ、対象者続柄コード、対象者続柄

名、対象者生年月日、区分フラグ（世帯主：１）、機

微フラグ（１：DV ２：その他等）
基本情報、世帯員データ

世帯主整理番号、対象者整理番号、対象者氏名、対象

者続柄コード、対象者続柄名、対象者生年月日、区分

フラグ（世帯主：２）、機微フラグ（１：DV ２：そ
の他等）

決定情報

決定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給

情報、支給決定日、支給決定理由、支給対象者氏名、

支給決定者フリガナ、支給対象者住所、支給決定者生

年月日、不支給決定日、不支給決定理由、不支給対象

者氏名、不支給決定者フリガナ、不支給対象者住所、

不支給決定者生年月日

事業者が必要に応じて収集するもの

申請情報

申請区分、申請年月日、受理年月日、本人確認方法、



代理申請者氏名、代理申請者住所、代理申請者確認方

法、利用者証明用シリアル番号

通知返戻情報

通知戻表示、返戻区分、通知返戻日、再発送日

決定情報

決定区分、決定通知書送付日、決定通知書戻日、支給

情報、支給決定日、支給決定理由、支給対象者氏名、

支給決定者フリガナ、支給対象者住所、支給決定者生

年月日、不支給決定日、不支給決定理由、不支給対象

者氏名、不支給決定者フリガナ、不支給対象者住所、

不支給決定者生年月日

支給情報

支給区分、支給口座情報、振替不能情報、不能通知発

送日

その他

その他受託事業の処理のために必要となる個人情報

で収集にあたって事前に区と協議し承認を得たもの

34号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金に係る個人情報の目的

外利用

成年後見制度利用

氏名、フリガナ、性別、生年月日、成年後見人等氏名、

成年後見人等住所

視覚障害

氏名、フリガナ、性別、生年月日、対象者住所１ 、

対象者住所２ （建物名、号室等）

虐待

氏名、フリガナ、性別、生年月日、入所等年月日、退

所等年月日、施設名

42号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金の未申請者に対する申

請勧奨業務に必要な個人情報の目

的外利用

氏名、フリガナ、世帯構成、続柄、生年月日、性別、

郵便番号、住所、居所、電話番号、愛の手帳の所有状

況、高齢者総合相談センター相談・支援状況、世帯主

整理番号、対象者整理番号、その他事業の処理のため

に必要となる個人情報

43号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金の未申請者に対する申

請勧奨業務に係る個人情報の電算

処理

氏名、フリガナ、世帯構成、続柄、生年月日、性別、

郵便番号、住所、居所、電話番号、住民税非課税世帯

等に対する臨時特別給付金申請・受給状況、愛の手帳

の所有状況、高齢者総合相談センター相談・支援状

況、世帯主整理番号、対象者整理番号、その他事業の

処理のために必要となる個人情報



答申 件名 個人情報の項目 

44号 住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金の未申請者に対する申

請勧奨業務の委託に係る措置

区が収集して事業者へ提供するもの

対象者情報

申請・受給状況、氏名、フリガナ、世帯構成、続柄、

生年月日、性別、郵便番号、住所、居所、世帯主整理

番号、対象者整理番号、申請書管理番号

事業者が必要に応じて収集するもの

申請情報

申請状況、申請区分、申請年月日、受理年月日、本人

確認方法、代理申請者氏名、代理申請者住所、居所、

代理人確認方法

支給情報

支給状況、支給区分、支給口座情報

その他

その他受託事業の処理のために必要となる個人情報

で、収集にあたって事前に区と協議し承認を得たも

の

※ 「令和 2年度以降に実施した給付事業と同様の給付金を支給する場合とは」、上記事業と「個

人情報の項目」が同一またはその範囲内により実施される事業をいう。



2 業務の概要

1 内　容

①区立小中学校の学習用のタブレットをヤングケアラーのアンケート回答の
ために利用する。
②対象児童の個人情報を、ヤングケアラー実態調査のために職員が郵送のた
めの名簿を職員がエクセルで作成する。

2 対象者等

4 収集方法

①区立小学校4年～中学3年までの児童生徒の所有する学習用タブレットにて
アンケートフォームを利用して、無記名にて回答を収集する。
②子ども家庭支援センターが、総合窓口課が所有する住民記録システムから
該当する者のリストの提供を受ける。

①区立小学校4年生～6年生児童・中学生全学年　約　7,500人
②区内高校生年齢児　　　　　　　　　　　　　約　4,500人

3 収集先 子ども家庭支援センター（ヤングケアラー実態調査）

諮問資料（目的外利用）
令和4年5月19日

ヤングケアラーへの支援体制強化実施に向け、ヤングケアラー実態調査を行
う。学校の負担等軽減のため、小中学生についてはタブレットを利用し、調
査を実施。高校年齢層については、令和４年４月１日現在で高校生年齢児童
に対して、郵送にてアンケートの依頼文を送付し、ウェブ上での回答を依頼
のため、高校年齢児の氏名・住所・生年月日からリスト抽出作業が必要。

3 一括承認基準の該当
　の有無

類　　　型
事　　　例   

業　　務 個人情報の項目

類型なし 該当なし

5 理　由

1 件　　名 ヤングケアラー実態調査事業に係る個人情報の目的外利用

子ども家庭支援センター

対象者を抽出するため（目的外利用す
る個人情報）

7 目的外利用する時期
　及び期間

本審議会承認後から令和４年１２月末日まで

4 過去の類似案件
令和２年度子育て世帯への臨時・特別給付金支給事業に係る児童手当受給者等の個人情報の
目的外利用（令和2年5月13日答申第1号）

5 諮問理由 本業務は新規事業であり、一括承認基準にも該当しないため

6 取り扱う個人情報
利用するもの 理　　　由

①所属学校、学年、年齢、アカウント 対象者にアンケート配布のため

②氏名、住所、生年月日、郵便番号

資料４



諮問資料（業務委託）
令和4年5月19日

子ども家庭支援センター

1 件　　名 令和4年度ヤングケアラー実態調査に関する調査委託に係る措置

2 業務の内容

本事業は、令和4年度ヤングケアラー実態調査の業務委託である

1 内  容

①アンケート調査フォームの作成（小学生・中学生・特別支援学級用・高校年齢児
関係機関向け）
②アンケート調査依頼文データ作成
③アンケート調査結果の集計・分析・クロス統計・課題分析・国調査との比較
④報告書作成
⑤報告書データ作成

2 該当者等 区立小学校4年生～6年生、区立中学1年～3年生、区内在住高校年齢児、区内関係機関

3 委託理由

本業務の遂行にあたっては、短期間で集中的な対応が求められるため、業務を一体的
に管理し、各種の業務を相互に関連付けながら円滑に実施する必要がある。専門的な
ノウハウを持つ事業者を活用し、一連の業務を一括委託することで、より効率的・効
果的な事業執行を行うものである。

4 効  果
専門性を活かしたアンケート調査のデータ作成、調査票作成、データ集計、分析、等
を行うことにより、より精度の高い調査結果が得られる。

該当なし

5 諮問理由 本業務は新規事業であり一括承認基準にも該当しないため

6 取り扱う個人情報 別表　6「取り扱う特定個人情報ファイル」の項目のとおり

4 過去の類似案件 ・低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）事業の委託に係る措置（3答申第9号）

3 一括承認基準の
　該当の有無

類　　　型 個人情報の項目

類型なし

10 契約締結予定日 本審議会承認後とする。

7 情報の保護 別表　7「情報の保護」の項目のとおり

8 審議する対象範囲
別紙２「令和４年度ヤングケアラー支援体制強化事業の流れ」のうち、次の範囲である。
（１）アンケート調査結果データは無記名であるが、回答内に年齢・属性・学年・国籍・性別・世
帯状況・生活状況等の入力項目が入っている。業務における個人情報の取り扱いについて

9 委託先 特命随意契約する。
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別表

6 「取り扱う特定個人情報ファイル」の項目

1 年齢 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
2 国籍 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
3 性別 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
4 学年 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
5 学校名 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
6 世帯・同居者状況 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
7 生活状況 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため

1 年齢 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
2 国籍 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
3 性別 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
4 学年 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
5 世帯・同居者状況 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため
6 生活状況 ヤングケアラーの実態調査・分析に必要なため

7 「情報の保護」の項目
別紙1「特定個人情報等　特記事項」のとおり

取り扱う個人情報及び収集並びに提供するもの
必要な理由

1 区が収集して事業者に提供するもの

取り扱う個人情報及び収集並びに提供するもの
必要な理由

2 事業者が収集して区に提供するもの

3

資料５（別表）



3 4



1 

別紙１ 

個人情報 特記事項 

（基本的責務） 

第１条 ヤングケアラー支援体制強化事業の受託事業者（以下「乙」という。）は、個人情

報の保護に関する豊島区（以下「甲」という。）の施策に協力するとともに、個人情報の

保護の重要性を認識し、受託業務の処理に当たって個人情報を取り扱うときは、個人の

権利利益を害することのないよう最大限配慮し、本個人情報特記事項を遵守しなければ

ならない。 

（取り扱う個人情報の範囲等） 

第２条 乙は、受託業務の処理に当たっては、次に掲げる個人情報に限り取り扱うことが

できるものとし、当該個人情報以外の個人情報の収集、保有、使用その他の取扱いをし

てはならない。 

 (1) 受託業務の処理のために甲から提供される次の個人情報

ア 学校名

  イ 学年

  ウ 年齢

エ 性別

  オ 国籍

  カ 世帯状況・同居者状況

  キ 生活状況

(2) 受託業務の処理のために収集する次の個人情報 

  ア 学校名

  イ 学年

  ウ 年齢

エ 性別

  オ 国籍

  カ 世帯状況・同居者状況

  キ 生活状況

２ 乙は、受託業務に係る個人情報を取り扱う作業責任者及び作業従事者の氏名を、あら 

かじめ甲に報告しなくてはならない。変更するときも、同様とする。 

（受託業務に従事する者の義務） 

第３条 受託業務に従事している者又は従事していた者は、受託業務に関して知り得た個

人情報を漏らし、又は不当な目的のために使用してはならない。受託業務終了後も同様

とする。 

5
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（セキュリティ対策の整備義務） 

第４条 乙は、取り扱う個人情報の安全確保を図るための管理体制を整備しなければなら

ない。 

特に、受託業務を電子計算機により処理する場合は、不正アクセスやコンピュータウイ

ルス等による個人情報の盗用、破壊、漏えい、改ざん等に対する防御対策を講じなけれ

ばならない。 

２ 乙は、受託業務に従事している者に対して、個人情報保護及び情報セキュリティに関

する研修又は教育を実施しなければならない。 

（目的外利用の禁止） 

第５条 乙は、第２条第１項各号に掲げる個人情報（以下「取り扱う個人情報」という。）

を受託業務の目的以外の目的で利用してはならない。 

（外部提供の禁止） 

第６条 乙は、取り扱う個人情報を第三者に提供してはならない。 

（再委託の禁止） 

第７条 乙は、受託業務の処理を第三者に再委託してはならない。 

（複写又は複製の制限） 

第８条 乙は、取り扱う個人情報を複写又は複製してはならない。ただし、受託業務の処

理上必要であると認められる場合において、甲の承認を受けたときは、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により複写又は複製したときは、受託業務終了後直ちに

当該複写又は複製したものが第三者の利用に供されることがないよう、物理的な破壊

その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなければならない。 

 ３ 乙は、個人情報の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これに応

じなければならない。 

 ４ 乙は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名

及びその内容を記録し、書面により甲に報告しなければならない。 

（持ち出しの制限） 

第９条 乙は、取り扱う個人情報を事業所内から持ち出しをしてはならない。ただし、受

託業務の処理上必要であると認められる場合において、甲の承認を受けたときは、こ

の限りではない。この場合は、持ち出し記録（持ち出し事由・日時・返却日時・担当

者等）を作成し、保管場所の確認を行わなければならない。 

（資料等の返還義務） 

第１０条 乙は、受託業務が終了したときは、取り扱う個人情報が記録された資料等を、 

速やかに、甲に返還しなければならない。 
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（個人情報の取扱状況の報告） 

第１１条 乙は、契約履行中において、個人情報の取扱いの遵守状況について「個人情報

特記事項の遵守に関する報告書」により甲に報告しなければならない。 

（監督に応じる義務） 

第１２条 甲は、委託業務の処理において、取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、

乙に対する必要かつ適切な監督を行うものとし、乙はこれに応じなければならない。 

（施設等の立入検査又は調査に応じる義務） 

第１３条 甲は、個人情報の保護のため必要があるときは、委託業務を処理する施設等の

立入検査及び調査を行うことができるものとし、乙はこれに応じなければならない。 

（監査に応じる義務） 

第１４条 甲は、委託業務の処理に関し、必要に応じて監査を行うことができるものとし、

乙はこれに応じなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第１５条 乙は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事

故の発生に係る帰責の有無に関わらず、直ちに甲に対して、当該事故に関わる個人情報

の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を報告し、甲の指示に従わなければならな

い。 

２ 乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、甲その他の関係者との連絡、

証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、

緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 甲は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて

当該事故に関する情報を公表することができる。 

（契約解除） 

第１６条 第２条から前条までの規定に違反する行為があったときは、甲は契約を解除す

ることができる。 

２ 乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対して、

その損害の賠償を請求することはできない。 

（損害賠償） 

第１７条 第２条から第１５条までの規定に違反する行為によって、甲が損害を受けたと

きは、乙はその損害を賠償しなければならない。受託業務が終了した後も同様とする。 
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（罰則） 

第１８条 正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された豊島区個人情報

等の保護に関する条例（平成１２年豊島区条例第３号。以下｢条例｣という。）第２条第１

項第４号アに係る個人情報ファイルを提供したときは、条例第４６条又は第４８条の規

定に基づき、次の各号に掲げるものは、それぞれ当該各号の刑に処せられる。 

(1) 受託業務に従事している者又は従事していた者  

２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金 

(2) 業務を受託した法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含

む。以下同じ。）又は人  

１００万円以下の罰金 

第１９条 受託業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を

図る目的で提供し、又は盗用したときは、条例第４７条又は第４８条の規定に基づき、

次の各号に掲げるものは、それぞれ当該各号の刑に処せられる。 

(1) 受託業務に従事している者又は従事していた者 

 １年以下の懲役又は５０万円以下の罰金  

(2) 業務を受託した法人又は人 

 ５０万円以下の罰金 
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「令和４年度ヤングケアラー支援体制強化事業　実態調査」事務の流れ 別紙２
審議する対象範囲

(1)対象者の抽出における個人情報の取り扱い

(3)アンケート回答に係る業務における個人情報の取り扱い

豊島区 業務委託区民

（１）小学4年～6年生用のアンケートフォーム作成
中学生用のアンケートフォーム作成

高校年齢児のアンケートフォーム作成

特別支援級向けのアンケートフォーム作成

関係機関へのアンケートフォーム作成

（２）小学４年～６年生用のアンケート依頼文書作成

中学校用のアンケート依頼文書作成

高校年齢児のアンケート依頼文書作成

特別支援級向けのアンケート依頼文書作成

関係機関へのアンケート依頼文書作成

（３） アンケートフォームの問い合わせ対応文書

高校生年齢児宛依頼文郵送

不達・返戻

随時問合せ受付。

内容により区を通じて委託業

者に問い合わせして、区民へ

回答。

記録媒体

アンケート依頼文受

領

システム（データ抽出）

電話問い合わせ

対象者データ処理・宛名作成

アンケート依頼書発送業務

依頼文等の印刷、封入封緘お

よび発送等業務

（４） 各アンケート調査回答結果の集計・分析・クロス

統計・ 課題分析・国の調査との比較分析

（５）中間報告

（６）報告書作成・校正

アンケート回答（小中学

生）

アンケートWEB
回答（高校生）

アンケートWEB回答
（関係機関）

タブレット経由で回答回収

CSVデータを送付

関係機関宛依頼文配布

小中学校に依頼文配布

回答フォームから

回答フォームから
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令和 4 年 5 月 19 日

区 民 相 談 課

改正個人情報保護法への対応について 

１ 法改正の概要 

（１） ３法（行政機関・独立行政法人等個人情報保護法、個人情報保護法）の統合 

（２） 地方公共団体についても統合後の法律において全国的な共通ルールを規定 

（３） 個人情報委員会による法の一元的な解釈と執行の確保 

※ 改正法施行（地方公共団体関連：令和５年春） 

２ 基本方針 

地方公共団体の個人情報保護制度は、これまで個別の条例で規律されていた。改正法

により、全国共通ルールとして、国の個人情報保護委員会が解釈運用･監視監督を一元

的に担う仕組みが整備された。こうした抜本的な制度改正に対して、以下の方針により

対応する。 

（１）法施行条例の制定 

・ 個人情報等の保護に関する条例を廃止し、改正法に基づく法施行条例を制定

・ 行政情報公開･個人情報保護審議会は、現行条例を廃止し、法施行条例に併せ

て規定。委員構成については改正法の趣旨を踏まえ設定。

（２）運用ルールの策定 

・ 改正法を踏まえ、本区で積み重ねた個人情報保護制度の運用を再整理

・ これに改正法の解釈や諸手続き等を加え、運用ルールとして策定

（３）検討会の設置 

・ 法施行条例の制定及び運用ルールの策定のため学識経験者による検討会を設置

３ 今後の主なスケジュール 

時期 予定事項 

令和 4年 5月 法施行条例制定及び運用ルール策定のための検討会を設立 

 （検討会での検討を随時実施） 

令和 4年 9月 第３回定例会 

〔法施行条例(案)及びパブリックコメント実施について報告〕 

法施行条例についてパブリックコメントを実施 

令和 4年 11 月 運用ルール（案）作成 

令和 4年 12 月 第 4 回定例会 

〔法施行条例(含む運用ルール)等を上程） 

令和 5年 1月 庁内に運用ルールを周知 

令和 5年 4月 個人情報保護法施行条例等施行 

※法施行条例及び運用ルールの検討状況について、適宜、個人情報保護審議会に報告 

報告１


